
                              平成１６年９月１５日 
地域の防犯対策・万引き防止対策についての自治体アンケートの報告 
および情報によりヒヤリングした内容の報告 

         ＜今回の調査結果に限った報告です＞  
＊：訪問記録あり                    （敬称は略させていただいています） 
 アンケートの回答者 防犯・万引対策部署 取り組み 

北海道 知事政策部知事室広報公聴

課 馬場久志主査 

０１１（２３１）４１１１ 

（内線２１－３６１） 

環境生活部生活文化青少年 

室生活振興課市民活動グル

ープ永浦主査 

同左（内線２１－１８１） 

北海道 安全・安心まちづくり条例（仮称）の 

制定を準備中 

岩手 青少年男女共同参画課 

及川雅人 

０１９（６２９）５３４６ 

県警少年課企画グループ 

千葉 

０１９（６５３）０１１０ 

県警本部と連携を密にして地域の防犯対策を 

講じていく必要があると考えている 

県警では「岩手県非行防止チャレンジ作戦」展

開中 

秋田 県民文化政策課 高橋博英 

０１８（８６０）１５２１ 

ｆａｘ 同 ３８９１ 

県民文化政策課 

安全・安心まちづくり班 

一人一人の防犯意識を高め犯罪を犯さない、起

こりにくいまちづくりの推進 

福島 県政公報グループ 主査 

斎藤芳恵 

０２４（５２１）７０１２ 

県警少年課 下山 

 

０２４（５２２）２１５１ 

青少年の健全育成 

地域住民のコミニッケーション 

群馬 地域創造課治安回復対策室 

船引 

０２７（２２６）２３５６ 

県警生活安全課 

 

０２７（２４３）０１１０ 

換金目的の書籍の万引きを防止するため青少年 

保護育成条例を一部改正した 

埼玉 

＊ 

総務部青少年課 主幹 

武井 尚夫 

０４８（８３０）２９０４ 

総務部県民生活課 

埼玉県万引き防止推進協議

会 

協議会：（６・１８、９・１７、第３回未定） 

シンポジュウム：１１月 

リーフレットによる普及啓発 

千葉 報道監公報Ｇ主査平野明久 

０４３（２２３）２２３９ 

環境生活部県民生活課 

市川主幹ｏｒ栗山 

０４３（２２３）２３３３ 

千葉県安全で安心なまちづくりの促進に関する

条例を３月に制定、１０月１日施行 

（パブリックコメント中 

岐阜 県民生活安全室生活安全推

進グループ主査 安藤英之 

上野さん 

０５８（２７２）１１１１ 

（内線２３５９） 

同左 「自分の地域の安全は自分たちで守る」を合言

葉に自主的な地域安全活動を呼びかけている。 

当面街頭犯罪と空き巣狙い等の侵入罪。 

万引きは今後の課題である。 



富山 

＊ 

厚生部児童青年家庭科青少

年係長 朝倉隆文 

０７６（４４４）３１３６ 

県警本部生活安全部少年課 

少年サポートセンター室長 

清水 喜美夫 

０７６（４４１）２２１１ 

万引き防止対策協議会（Ｓ５７．１１より） 

青少年向け万引き防止啓発用リーフレット配布 

万引き防止基準リーフレットの配布 

石川 

＊ 

県警本部少年課松本課長補

佐 

０７６（２２５）０１１０ 

（内３０７１） 

同左 

 

石川県万引き防止連絡協議

会（Ｈ１５．１０．２４） 

・万引き防止モデル基準作成 

・モデル基準店のステッカ・ﾎﾟｽﾀ・チラシ作成・

配布 

・モデル店の設定・対策推進 

・次回総会８．１８ 

・万引き防止運動７．２１－８．３１ 

・万引きは犯罪「しない」「させない」「見逃さ

ない」 

・自転車盗難防止運動実施済み（６．１－６．

１０） 

滋賀 

＊ 

県民文化生活部県民生活課 

主査山中千栄子 

０７７（５２８）３４１４ 

同左 

政策調整部青少年課（青少

年健全育成・非行防止全般） 

７月の「青少年の非行問題に取り組む強調月間」 

で万引き防止対策を重点施策に掲げ、関係機関、 

団体、企業による対策会議の開催、街頭啓発運

動を推進している（青少年の非行防止の観点か

ら） 

京都 青少年課指導担当主幹 

水本 久 

０７５（４１４）４３０５ 

府警生活安全企画課 

 

０７５（４５１）９１１１ 

少年犯罪の７割を占める万引き等の初発型の非

行の防止については、地域住民に大きな不安を

与える。青少年による街頭犯罪・凶悪粗暴な犯

罪抑止につながると考える。万引き等の初発型 

非行防止の取り組みを進めることは重要であ

る。初発型犯罪防止を推進する団体に補助金を 

だしている。 

和歌山 県民生活課 副課長 

筒井 満 

０７３（４４１）２３４５ 

なし 特に取り組みなし 

岡山 生活環境部青少年課 松下 

０８６（２２６）７３１４ 

県警少年課 

０８６（２３４）０１１０ 

青少年の規範意識の向上を図ること必要 

鳥取 

＊ 

公報課課長補佐大田 

０８５７（２７）７０２０ 

県警本部生活安全部生活安

全企画課課長補佐山下幸明 

山本清昭 

０７５７（２３）０１１０ 

県庁では無しの回答であったが、県警の少年課 

で、Ｈ１５．１２．１－Ｈ１６、１２．３１の 

間、万引き防止３ない運動（万引きは、しない・ 

させない・ゆるさない）推進中 



島根 県警本部生活完全企画課 

安全まちづくり推進室 

松田修平 

０８５２（２６）０１１０ 

０９０７５９１０４３５ 

以前は警察が万引き防止協

議会を業者と作っていたが

万引きにとらわれず「青少

年の健全育成協力店協議

会」の再構築を予定 

万引きさせない環境造づくりがもっとも大切と 

考える。警備員のパトロール強化・店員の増員・ 

防犯カメラの設置・青少年ボランティアとの協

力・意見交換・警察との連絡・届け出体制の見

直し等が考えられえる。 

高知 公報課チーフ 山中 

０８８（８２３）９０４６ 

県警生活安全企画課岡上 

０８８（８２６）０１１０ 

平成１５年「万引き防止モデル基準」策定 

チラシ・ステッカー作って啓蒙した 

愛媛 県民環境部管理局消防防災

安全課危機管理室危機管理

係長 澤田 志郎 

０８９（９４３）６８６５ 

県警生活安全課 楠田 

 

 

０８９（９３４）０１１０ 

毎月５日防犯の日 

今治の事件以来、お店に自衛を指導している 

「万引き防止宣言店」のシールを作成配布等 

福岡 

＊ 

県民情報公報課公報係長 

岩切 

０９２（６４３）３１０２ 

県警 少年課課長補佐・警

部近藤光正・係長 古江 

 

０９２（６４１）４１４１ 

・福岡県青少年万引き防止連絡協議会（昭和６

２より）：小売り業中心 

・ポスター・公報等使って啓蒙 

・「中学生に対する万引きアンケート」の実施と 

結果を「少年と万引き」の冊子にまとめた 

キーワードは「罪悪感」 

・少年非行防止パンフレット「少年のみちびき」 

の作成と配布 

・少年サポートセンター設置 

佐賀 くらし環境本部くらしの安

全安心課主査 西 

０９５２（２５）７０６９ 

県警 

 

０９５２（２４）１１１１ 

現時点では特に対策の必要性感じていないが、

今後、万引きや地域での犯罪が増加した場合に

は関係者（事業者・行政・警察・自治体・学校

等）による協議会等を設置し、関係者が一体と

なって対策を講じる必要があると考える 

熊本 交通安全・青少年課中村潤 

０９６（３８３）１１１１ 

（１７７４０９） 

県警 

０９６（３８１）０１１０ 

安全・安心まちづくりのなかで検討していく予

定である（基本方針１１１６・条例Ｈ１７） 

鹿児島 環境生活部青少年男女共同

参画課主査 岡留祐宏 

０９９（２８６）２５５７ 

県警 少年課 

 

０９９（２０６）０１１０ 

 

沖縄 生活企画交通安全課主幹 

譜久里弘、荒掘さん 

０９８（８６６）２１８７ 

県警 

安全なまちづくり推進課 

０９８（８６２）２１８７ 

ちゅらさん運動により、犯罪を減らす活動を 

展開中（ちゅらひとづくり・ちゅらまちづくり・ 

ちゅらゆいづくり（相互扶助）） 

 
 



 
 
＜東京都の取り組み＞ 
 窓口 取り組み 

東京 東京都青少年育成総合対策

推進本部  

担当課長 池田 克史 

  主査 鈴木 久恵 

  主任 蜂巣 正貴 

０３（５３８８）２２５４ 

万引防止協議会 平成１５年１２月２５日発足 

構成：弁護士・書店・古書・レコード・テレビゲーム・フランチャイズチェー

ン・ドラック・コンパクトディスクビデオレンタル・商店街・出版・警

備業・ＪＥＡＳ・公立、私立中学・ＰＴＡ・警視庁・教育庁 ２０団体 

シンポジュウム：平成１６年３月６日 約５００名参加 

協議会：平成１６年４月２７、７月６日 

「業界別アンケート結果」公表（東京都ホームページ７月６日） 

「万引きをさせない為の行動計画」発表（同上   ７月１２日） 

 ８月１日より、行動計画の実施に向けて各団体の活動が始まっている。 

 

 
 
 
＜アンケート以外・情報によりヒヤリング＞ 
 面談者 取り組み 

宮城 

＊ 

県警本部生活安全部生活安

全企画課長 警視浅野正雄 

警部千葉泰忍 

・「万引き防止モデル基準」策定  ・万引き防止対策協議会（会長藤崎百貨店） 

・２５の警察署単位に「対策協議会」あり   ・カラーチラシ５０００枚 

・「万引き防止フォーラム」５００人参加「基準」の配布とＥＡＳ機器のデモ 

・「安全パトロール」を警備業者に委託、学校・金融機関・お店等をパトロール 

・県下自治体に定期的に犯罪マップを発表し、自治体単位の競争を生み出して

いる 

 

大阪 

＊ 

大阪府企画調整部企画室 

科学情報グループ参事 

喜多見富太郎、讃岐光夫  

「安全なまちつくり」ＩＴ活用推進協議会 平成１６年５月に発足 

街頭犯罪・侵入犯罪・子ども対象とする犯罪の取り組みを、ＩＴを活用するこ

とにより、安全・安心環境を創り出そうという狙い。 

特に万引き防止をターゲットにしたものではない。 

 



横浜 

＊ 

 

 

「万引き防止横浜モデル協

議会」 

シンポジュウム聴衆 

横浜市内における青少年の書店での万引き防止の取り組みを行なうことにより 

青少年の非行防止に向けた環境つくりを進める。 

出版業界・書店・リサイクル店・青少年指導員連絡協議会・学校警察連絡協議

会・小学校校長会・中学校長会・高校校長会・ＰＴＡ連絡協議会および 

横浜市で構成されている。 

 

広島 

＊ 

広島県環境生活部 

広島県少年犯罪防止緊急プ

ロジェクトチーム 

少年犯罪防止緊急対策室長 

平岡 好一 

主任専門員 小西 明 

０８２（５１３）２７６１ 

＜少年犯罪＞：初発型非行の増加・低年齢化の進行⇔小さな犯罪から重大犯罪

への移行が懸念される。 

目標①１年間で少年犯罪を１０％減少 

  ②平成１５年から１７年の３年間で犯罪を３０％減少 

  ③減らそう万引き！起こそうアクション！ 

  ④「食べる！遊ぶ！読む！」キャンペーン 

    －家庭の教育力の向上―（基本的生活習慣の定着） 

取り組み 

“子どもらを皆で見守る地域のパワー みんなわしらの子どもじゃけん！” 

①社会規範を守る少年の育成  学校・地域・公報 

②少年の立ち直り支援  学校⇔警察の相互連携  地域：少年サポートＧ 

③万引きをさせない環境つくり  事業者   地域 

 

 
 
 
 


